
 

京都市建築法令実務ハンドブック 法改正等に伴う読み替え表 

 

項目 場所 旧 新 理由 

総２－２ 解釈（５） (5) 婦人保護施設：

売春防止法第３６条

に規定されている施

設 

 

 

（以下表） 

婦人保護施設 

 

要保護女子（性行又は

環境に照らして売春

を行うおそれのある

女子）を収容保護する

施設 

(5) 女性自立支援施

設：困難な問題を抱え

る女性への支援に関

する法律第１２条に

規定されている施設 

 

（以下表） 

女性自立支援施設 

 

配偶者からの暴力や

家庭環境の破綻、生活

の困窮など様々な事

情により日常生活又

は社会生活を営むう

えで困難な問題を抱

えている女性を保護

する施設 

売春防止法第３

６条の削除及び

配偶者からの暴

力の防止及び被

害者の保護等に

関する法律第５

条の改正（Ｒ６） 

集２－４ 例示１ 婦人保護施設 女性自立支援施設 

単７－３ 解釈の表 

 

解説の注 

平成１２年建告第１

４３６号第４号ニ 

平成１２年建告第１

４３６号第４号へ 

平成１２年建告

第１４３６号の

改正に伴う京都

市告示の改正（Ｒ

６） 

単８－１ 解釈２本文 令第１２６条の４第

２号 

令第１２６条の４第

１項第２号 

建築基準法施行

令第１２６条の

４の改正（Ｒ６） 解釈３本文 令第１２６条の４第

４号 

令第１２６条の４第

１項第４号 

 



令和７年４月１日追加 

項目 場所 旧 新 理由 

総２－７ 解釈 ５０ｃｃ、０．６ｋＷ

以下 

総排気量５０ｃｃ（二

輪のもののうち、構造

上出すことができる

最高出力が４．０ｋＷ

以下の原動機を有す

るものは、１２５ｃ

ｃ）、定格出力０．６

ｋＷ以下 

道路交通法施行

規則第一条の二

の改正（Ｒ７） 

単４－６ 解釈２ 法第２７条で求めら

れる警報設備は、住宅

で一般的な連動型警

報機能付感知器（受信

機なし）は指定されて

おらず、受信機が必要

となる自動火災報知

設備又は受信機付き

特定小規模施設用自

動火災報知設備のい

ずれかに限られてい

る。警報設備の構造方

法及び設置方法につ

いては、令和元年国交

告第１９８号を参照

のこと。また、「消防

用設備等運用基準（京

都市消防局）基準２４ 

自動火災報知設備の

設置及び維持に関す

る基準」も参考とされ

たい。 

法第２７条で求めら

れる警報設備の構造

方法及び設置方法に

ついては、令和元年国

交告第１９８号を参

照のこと。また、「消

防用設備等運用基準

（京都市消防局）基準

２４ 自動火災報知

設備の設置及び維持

に関する基準」も参考

とされたい。 

令和元年国交告

第１９８号の改

正（Ｒ７）、火災

報知設備の感知

器及び発信機に

係る技術上の規

格を定める省令

の改正（Ｒ６）、

特定小規模施設

における必要と

される防火安全

性能を有する消

防の用に供する

設備等に関する

省令の改正（Ｒ

６）及び特定小規

模施設用自動火

災報知設備の設

置及び維持に関

する技術上の基

準の改正（Ｒ６） 

 

単７－４ 解釈１ 

ＱＡ１、２ 

平成１２年建告第１

４３６号第４号ニ 

平成１２年建告第１

４３６号第４号へ 

平成１２年建告

第１４３６号の

改正（Ｒ６） 解釈の表 （３）居室 （４）居室 

解釈の表 （４）居室 （５）居室 



雑１－１ 解釈１ 

 

法６条第１項第１号

から第３号まで 

法６条第１項第１号

又は第２号 

建築基準法第６

条及び建築基準

法施行令第１４

６条の改正（Ｒ

７） 

第１８条第２項 第１８条第２項若し

くは第４項 

解釈１の表 エレベーター エレベーター（※３） 

（追加） ※３ 人が危害を受

けるおそれのある事

故が発生するおそれ

の少ないものとして

令和６年国交告第１

１４８号で定めるも

のは除く。 

ＱＡ３ 法６条第１項第１号

から第３号まで 

法６条第１項第１号

又は第２号 

ＱＡ４ 法６条第１項第４号 法６条第１項第３号 

雑１－２ Ｑ１ ４号建築物（法第６条

第１項第４号） 

３号建築物（法第６条

第１項第３号） 

建築基準法第６

条の改正（Ｒ７） 

Ａ１ ４号建築物 ３号建築物 

雑３－２ 解釈１ （第５節（防火地域）

を除く。） 

（第５節及び第８節

を除く。） 

自動ラックを設

置する倉庫にお

ける床面積の算

定に係る運用に

ついて（令和６年

６月２８日国住

街第４４号） 

 

当該部分の高さ５ｍ

ごとに床があるもの

として算定する。 

当該部分の高さ８ｍ

ごとに床があるもの

として算定する。ただ

し、これにより算定し

た当該部分の床面積

を含めた延べ面積が

３，０００㎡以下であ

るものについては、当

該部分の高さ５ｍご

とに床があるものと

して算定する。 

条１－６ 解釈２の表

（第１号） 

宅地造成工事規制区

域内における宅地造

成工事や 

宅地造成及び特定盛

土等規制法（以下「盛

土規制法」という。）

における宅地造成等

に関する工事又は 

宅地造成及び特

定盛土等規制法

の改正（Ｒ５）及

び京都市建築基

準条例第７条の



宅地造成等規制法第

８条第１項／都市計

画法第２９条第１項 

盛土規制法第１２条

第１項、第３０条第１

項／都市計画法第２

９条第１項 

改正（Ｒ６） 

解釈２の表

（第４号） 

宅地造成等規制法施

行令に規定されてい

る土質と勾配の関係

を満足することを調

査により確認できる

場合。  

盛土規制法施行令に

規定されている次の

いずれかの条件に該

当する場合。 

 

・土質と勾配の関係を

満足することを調査

により確認できる場

合。 

・土質試験等に基づき

地盤の安定計算をし

た結果崖の安定を保

つために擁壁の設置

が必要でないことが

確かめられた場合。 

宅地造成等規制法施

行令第６条第１項第

１号イ及びロ 

盛土規制法施行令第

８条第１項第１号イ

及びロ 

解釈２の表

（第５号） 

宅地造成等規制法施

行令別表１  

盛土規制法施行令別

表１ 

ＱＡ５ 宅地造成等規制法施

行令 

盛土規制法施行令 

【宅地造成等規制法

施行令第６条第１項

第一号】 

【盛土規制法施行令

第８条第１項第一号】 

第６条 法第９条第

１項の政令で定める

技術的基準のうち擁

壁の設置に関するも

のは、次のとおりとす

る。 

 

第８条 盛土規制法

第１３条第１項の政

令で定める宅地造成

に関する工事の技術

的基準のうち擁壁の

設置に関するものは、

次に掲げるものとす



 

一 切土又は盛土（第

３条第４号の切土又

は盛土を除く。）をし

た土地の部分に生ず

る崖面で次に掲げる

崖面以外のものには

擁壁を設置し、これら

の崖面を覆うこと。 

る。 

一 切土又は盛土（第

３条第４号の盛土及

び同条第５号の盛土

又は切土を除く。）を

した土地の部分に生

ずる崖面で次に掲げ

る崖面以外のものに

は擁壁を設置し、これ

らの崖面を覆うこと。 

ＱＡ５の表 【宅地造成等規制法

施行令別表第１（第６

条関係）】 

【盛土規制法施行令

別表第１（第８条関

係）】 

※ 安定計算等につ

いては、「宅地防災マ

ニュアルの解説（宅地

防災研究会）」を参照。 

※ 安定計算等につ

いては、「盛土等防災

マニュアルの解説（盛

土等防災研究会）」を

参照。 

ＱＡ９ ・ 宅地造成工事規制

区域内における宅地

造成工事によるもの 

・ 盛土規制法におけ

る宅地造成等に関す

る工事によるもの 

他３－１ 解釈の表  下表１ 産業集積特別工

業地区建築条例

の制定（Ｒ５）及

び外環状線等沿

道特別用途地区

建築条例の制定

（Ｒ５） 

他３－２ 解釈の表  下表２ らくなん進都産

業集積地区条例

の改正（Ｒ５） 



 

表１（ＨＢ他３－１） 

条例 適用方法 

外環状線等沿道特別用途地区建築条例 【条例第４条第 1項における適用】 

敷地の過半が外環沿道特別用途地区内にあ

るときは、建築物の全部について、第４条

第１項の規定を適用する。 

【条例第４条第２項及び別表における適

用】 

敷地内の全部の建築物について、敷地に含

まれる区域に関する別表の右欄の規定を適

用する。 

産業集積特別工業地区建築条例 敷地内の全部の建築物について、敷地に含

まれる区域に関する別表の右欄の規定を適 

用する。 

 

表２（ＨＢ他３－２） 

条例 地区 適用方法 

らくなん進都産業集積地区建

築条例 

 

第一種地区 

第二種地区 

第三種地区 

第四種地区 

第五種地区 

第六種地区 

第七種地区 

 

当該建築物の全部について、当該敷地の過

半の属する区域に関する別表の右欄の規

定を適用する。 

【建築物の敷地が第三種地区とそれ以外

の区域にわたる場合】 

第三種地区の規定を適用する。 

【建築物の敷地が第五種地区及び第六種

地区の区域又は第五種地区、第六種地区及

び第七種地区の区域にわたる場合】 

第六種地区の規定を適用する。 

【建築物の敷地が第五種地区と第七種地

区の区域にわたる場合（前号に該当 

する場合を除く。）】 

第七種地区の規定を適用する。 

【上記以外の場合】 

当該敷地の過半の属する区域の規定を適

用する。 

 


